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Ｎｏ． 団体・事業者名 会員 形態 宣言文 報告書

1 あおみ建設株式会社横浜支店 川崎営業所 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、あおみ建設社有車を「2030年」までに※電動車
100％かつEV車30％以上の導入率を目標とする。
 ※電動車：EV車、HV車、PHV車、FCV車の4種

【令和4年度】
 全社有車 34台 HV車27台
 →電動車導入率79.4％ （EV車0％）

【令和5年度】
 全社有車 33台 HV車26台
 →電動車導入率78.8％ （EV車0％）

2 麻生区クールアース推進委員会 〇 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
 「麻生区クールアース推進委員会は、地球温暖化の現状を多くの市民に知ってもらい、
解決に向けて共に行動する人々を増やすため、区役所と協働して自然エネルギーや省エ
ネルギーなどの普及啓発活動を進めて」いきます。

2022年度〜2023年度を通し、麻生区役所地域振興課と協働し、麻生区内を中心に自然エネルギーの普及啓発活動に取り組みました。

2022年度
1.イベント事業  ①2022年8月11日夏休み環境イベント「ソーラーエコハウスを作ろう！」20組48人参加、②2022年9月16日おひさまと
遊ぼう「第9回あさお子育てフェスタ」に出展、約100人にアピール、③2022年10月9日第40回あさお区民まつりに出展、約150人にアピー
ル、④2022年10月29日麻生区役所太陽光発電設備設置20周年記念プレイベント講演会「気候危機 みんなが知れば必ず変わる！〜地球を守
ろう〜」講師：谷口たかひさ氏、61人参加、⑤2023年2月5日麻生区役所太陽光発電設備設置20周年記念イベント「気候危機の中 2030年
に向けてできること」基調講演講師：飯田哲也氏、パネルディスカッション：石井よし子氏、今井雄也氏、中山周治氏、永田眞一氏、飛田
拓也氏、68人参加、⑥2023年3月18日里山フォーラムin麻生に出展
2.出前講座  ①2022年10月15日寺子屋あさお「ペットボトルで風力発電」児童19人参加、②2023年1月8日多摩市市民団体環境講座、26
人参加、③2023年2月8日東百合丘町会環境講座、27人参加
3.麻生区役所屋上太陽光発電設備見学会への対応  見学希望とイベント後の見学会開催で、年間62人に対応した。
4.情報提供事業  委員会のニュースレターとしておひさまだより46号、47号を各500部発行、麻生区ホームページ掲載、区内関連施設に
配架した。

2023年度
1.イベント事業  ①2023年8月11日夏休み環境イベント「ソーラーエコハウスを作ろう！」21組49人参加、②2023年9月16日おひさまと
遊ぼう「第10回あさお子育てフェスタ」に出展、約100人にアピール、③2023年10月8日第41回あさお区民まつりに出展、約300人にアピー
ル、④2023年11月25日あさお自然エネルギー学校「家計を直撃！電気代は下げられる？！〜がまんしない温暖化対策」講演講師：廣瀬健二
氏、廣瀬昇氏、グループディスカッション、36人参加、⑤麻生区役所太陽光発電設備設置21周年記念イベント「『気候変動と日本』映画を
見て、温暖化対策に一歩踏み出そう」映画上映・ゲストトーク・参加者意見交換、ゲストスピーカー：荒尾日南子氏、77人参加、⑥2024年
2月23日里山フォーラムin麻生に出展
2.出前講座  ①2023年7月6日かもく会環境講座7人参加、②2023年8月19日寺子屋くりぎだい「ソーラーエコハウスを作ろう！」48人参
加、③寺子屋あさお「ペットボトルで風力発電」31人参加
3.麻生区役所屋上太陽光発電設備見学会への対応  見学希望とイベント後の見学会開催で、年間53人に対応した。
4.情報提供事業  委員会のニュースレターとしておひさまだより48号、49号を各500部発行、麻生区ホームページ掲載、区内関連施設に
配架した。

3 旭化成株式会社 製造統括本部 川崎製造所 ● 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに、
GHG排出量30%以上削減(対2013年度)を目指し計画を具体化していきます。

下記の施策を通して、2050年カーボンニュートラルに向けたGHG排出量削減の取り組みを行っています。

・水素製造用アルカリ水電解試験設備建設工事継続
 (2024年5月竣工予定)
・川崎カーボンニュートラルコンビナート及び川崎港カーボン
 ニュートラルポート形成推進協議会への参画を継続し、各種
 分科会を通して水素活用や地域内でのエネルギー最適運用に
 ついて模索中
・スチレン系特殊透明樹脂(製品名：アサフレックス)生産停止
・合成ゴム、モノマー製造部門、動力部門を中心としたエネルギー
 効率化検討実施
・川崎製造所本館への太陽光パネル+急速充電設備設置工事継続
 (2024年度完工予定)

4
NPO法人アジア起業家村推進機構と会員（DELE株式会
社）の協働

〇 市民団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「世の中の情報機器の廃棄物ゼロを目指」していきます。

当社取引先のデータ消去後の産廃になってしまっていた情報機器の、１０％が有価物としてリユース及びリサイクルに切り替えることが出
来ました。

5 味の素株式会社川崎事業所 〇 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年」までに「温室効果ガスのNet Zeroを達
成」していきます。

・2030年度に向けて、省エネルギー活動によるGHG排出量15%削減（基準2018年度）の削減目標・計画および実行スケジュールを策定し
た。（GHG排出量削減実績：2022年度8%削減、2023年度9%削減）
・省エネルギー活動の取り組みの１つとして、2018〜2023年度の６年計画（GHG排出量削減目標▲2,000トン）で照明のLED化を進め、計
画通りLEDへの交換が終了した。
・2050年度に向けては、川崎カーボンニュートラルコンビナート／川崎港カーボンニュートラルポート形成推進協議会（2022年度３回、
2023年度２回）および京浜臨海部水素ネットワーク協議会（2022年度２回、2023年度１回）に参画し、川崎市臨海部および関係する企
業・団体と水素の利活用をはじめとする情報連携を進めている。合わせて、エネルギー地域最適化部会および炭素循環部会に参画してい
る。

6 EM普及活動研究会 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2040年」までに
「①EMによる生ごみリサイクルの普及活動を過去20年間継続してきました。これからも
更なる20年を目指し、活動してゆきます。②市内小中学校における、環境授業の派遣授
業の継続。③市内の農家さんの依頼による、竹や木材・収穫残渣を無煙炭火器によるEM
整流炭づくりの支援活動を行います。」

①住吉会場（住吉こども文化センター学習室にて奇数月・定期開催講習会（全6回）を通して年間180kgのEMボカシを作成。生ごみリサイ
クルに取り組んでいるメンバーに配布。宮崎町会会場にて偶数月・定期開催講習会（全6回）を通して年間270kgのEMボカシを作成・生ご
みリサイクルに取り組んでいるメンバーに配布。②市内の小中学校からの依頼がなく派遣授業活動は無し③市内の３農家さんよりの依頼が
ありEM整流炭作りを行いました。

7 株式会社イスズ 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに、以下を取組むことを宣言しま
す。
①太陽光発電を10MW以上施工し、年間3000t-CO2の脱炭素に寄与します。
②オフグリットトレーラーハウス及びその他オフグリット施設を100箇所以上設置し、年
間60t-CO2の脱炭素に寄与します。
③川崎市主催等の脱炭素事業に毎年積極的に参加をし、脱炭素取組のPR、周知に注力し
ます。
※CO2削減の条件として、太陽光発電1kWhによるCO2削減量を0.312kg-CO2としていま
す。

・2023年度は、自家消費型太陽光発電について、産業用、家庭用共に50件ほど設置実施しました。このことにより、再生可能エネルギー普
及促進に貢献しました。
・2023年度までに、太陽光発電、蓄電池を搭載したオフグリットトレーラーハウスを20台ほど製造販売しました。
・2023年5月から、JR小机駅前にて、オフグリットトレーラーハウス製造拠点および子供たちの遊び場、再生可能エネルギー普及促進、地
域貢献施設として、「GRIND LAND」をオープンさせました。様々なイベントを実施し、オフグリットトレーラーハウス及び再生可能エネ
ルギーの普及促進にチャレンジしています。

8 一般社団法人 川崎市商店街連合会 〇 業界団体

商店街の街路灯のLED化を促進します。
省電力型の防犯カメラの設置を促進します。
商店街において温室効果ガスを削減できるよう、会員間の情報共有を図って参ります。
再生可能エネルギーを導入するよう働きかけを行っていきます。

商店街の街路灯のLED化や省電力型の防犯カメラの設置の促進のため、
支援制度などの情報を、会報、ホームページなどで広報しました。
商店街において温室効果ガスを削減できるよう、会員間の情報共有を諮り
ました。

9 株式会社井の雅組 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「CO2排出量を1.5％削減します。」

事業所における電力の使用量、ガソリン、軽油の使用における燃費向上の取り組みによる
使用量の削減努力により、
2021/6/1〜2022/5/31の間１８３，９６７kg-CO2
2022/6/1〜2023/5/31の間１５５，４５９kg-CO2
（エコアクション２１の取り組みに基づく）

10 ウエインズトヨタ神奈川株式会社 溝ノ口店 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに太陽光発電システムや蓄電池の
導入など「カーボンニュートラル店舗の設営」を推進していきます。

川崎市内で太陽光パネルの設置が可能な店舗を調査。
高津区ではないが、幸区の店舗に設置の方向で検討・調整。
日中の店舗運営に必要な電力を再エネに切り替える取り組みを徐々に全社に広げていくため、同店の設置を全社の先駆けとして実装。
R6年度内での設置を目指す。

11 ウォータースタンド株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「使い捨てプラスチックボトル
を30億本削減していきます。」

12 有限会社 宇佐美 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「2020年を基準とした燃料使
用による二酸化炭素排出量を25％削減」していきます。

２０２３年時点で７％の削減が出来ました。
来年以降もさらに削減できるよう取り組んでまいります。

13 株式会社エイワ 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2040年」までに
〇 太陽光設備の設置を導入します。
〇 営業車を５台次世代自動車にしていきます。
〇 照明を100％LED化します。
〇 事務所外壁改修時に省エネ効果のある遮熱塗装を実施します。
〇  2023 住宅省エネ支援事業者登録をして客先にキャンペーンを周知します。

２０２３住宅省エネ支援事業者登録をしてキャンペーンを周知して.こどもエコすまい支援事業及び先進的窓リノベ事業の工事を行った。
事務所の照明を100％ＬＥＤにした。
各自が外出の際にはデスク周りの電気を消したり、不要な電源をコンセントから抜くなど小さいことでも省エネに取り組んでいる。

14 エコガーデンはるひ野 ● 団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、家庭から出る生ごみを堆肥化して花壇に利用する
ことで「ごみの削減」に取り組んでいます。さらに取り組む世帯が増えるよう、ダン
ボールコンポスト講習会や花を題材にした講座を行い、参加者に呼びかけます。
また、今後は生ごみ堆肥だけではなく、植え替え時に抜いた花苗を落ち葉などと一緒に
木枠コンポストで腐葉土を作る方向での取り組みを進めていきます。

 家庭の生ごみから作った堆肥提供が春夏12件、秋冬11件、合計23件あり、約１．１５トンの生ごみ排出を削減しました。啓発活動とし
て、花壇に看板を新調し生ごみ堆肥で土づくりしていることをアピールしました。また、小学校3年総合学習の授業でこうした活動を紹介し
ました。新たな取り組みとして、抜いた花苗を堆肥化するための用地が決まり、手始めにコンポスト化する容器を使って腐葉土づくりを試
みています。

15 株式会社エコプロ 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2023年」までに
「弊社内ごみ減量化90％達成」していきます。

再生事務用品6割使用                                                 車両ア
イドリングストップ車両導入

16 株式会社エス・イー・アイ 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに、川崎市のCO2排出量半減に貢
献していきます。
その実現に向けて、地球温暖化や気候危機を取り巻く課題の共有や、必要なアクション
について考えていただける「CO2排出量半減をシュミレーションできるカードゲーム【脱
炭素まちづくりカレッジ】を活用したワークショップ形式の講座を提供致します。

17 N-システム株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて「2030年」までに
・仕事柄省エネ工事を行って居り、空調設備、衛生設備、電気設備の省エネを提案し、
インバーターによる電力の省エネや風量省エネを提案し、仕事に結びつけていく。
・事務所内の電気(電力)使用量を減らすため不要な電気を切り削減する。

・現場等で空調の省エネ化に伴うインバーター化工事を実現また、
 今後も提案をし仕事に結び つけていきます。
・事務所内の照明をLED化し、無駄な電気は付けない様節電対応しています。

18 ＮＴＴ東日本川崎支店 ● 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて
・「2030年」までに一般車両のEV化100%を目ざします

2023年度の取組結果は以下の通りです
・「2030年」までに一般車両のEV化100%を目ざします
→2023年度現在40％

脱炭素行動宣言認証者一覧（2024年3月31日時点の認証者）
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19 荏原実業株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「企業活動における環境負荷改善を実施し、温室効果ガス排出量を削減」
していきます。

２０２３年の取組結果は下記の通りです。

消費電力（ｋＷｈ）：1,193,659→2023年 1,173,318

年間１人当たりの排出量（CO2）：2.070→2023年 1.861

エコカー比率（％）：62.5％→2023年 67.4％

コピー用紙消費量（枚）：2,341,510→2023年 2,116,857

以上のことから、2022年より2023年における脱炭素行動宣言おける結果報告になります。

20 株式会社大本組 横浜支店 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030〜2040年度」の出来るだけ早い段階まで
に
「施工における二酸化炭素排出量の2013年度比40％削減を目指して取組みを推進」
していきます。

令和５年度のCO2排出量削減目標は、「日建連 環境自主行動計画第7版」に基づき、日建連調査による基準年度 （2013年度）排出実績に
対して、5.0％の削減率を目標としました。
令和５年度の実績は2013年の排出実績に対して、土木部門は7.2％、建築部門は41.5％の削減率となり目標値を満足する結果となりました。
また、施工中において省エネ運転の励行やソーラーパネルの設置などといった活動にも取り組みCO2排出量削減活動に努めました。

21 岡村建興株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、｢2027年度｣までに
・SRコンクリートの製造により、2022年度比20％以上のCO2削減及び産業廃棄物の削減
・社内照明のLED化
をしていきます。

SRコンクリート製品製造に必要なコンクリート製造プラント工事を完了し、試作品の試験練り実施済み。

22 花王株式会社 川崎工場 ● 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2040年」までにカーボンゼロ、「2050年」ま
でにカーボンネガティブを達成するため、脱炭素目標を策定し、ＳＢＴi（Sciense
Based Targets イニシアチブ）から2019年認証取得した「2.0℃目標」に加えて、
「BusinessAmbition for 1.5℃」への署名により、ＳＢＴ1.5℃を目指します。
また、国際的イニシアチブ（RE100）への参加により、2025年までにすべての購入電力
を再生可能エネルギーにしていきます。

１．ガスタービンコ・ジェネ設備の効率改善及び定期検査時の購入電力に
  再生可能エネルギー証書を適用（RE100）し、脱炭素化を図った。

２．社有車の電気自動車（EV)導入により、燃料を脱炭素化した。

３．コンプレッサーの老朽化更新に伴う高効率機器及びインバーター機
  の導入により、空気原単位改善と圧力低圧化による消費電力を削減
  した。

４．大型ターボコンプレッサー及びヒートレス式除湿器を停止することで
  エアーロス削減を行った結果、空気原単位が改善、消費電力を削減
  した。

５．工場照明（一般、防爆型）すべてのLED化を達成し、消費電力を削減
  した。

23 鹿島環境設備株式会社 企業 「2030年」までに電動化自動車の導入30％を目指します 該当年度の取組に関しては、車輛購入実績がない為、達成できていません。今後の車輛購入計画には宣言した内容に準じて車輛選定をして
いく予定です。

24 鹿島田商店会 団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、まずは取組期間を3年間と設定し、環境問題への
対策として誰もが実践でき、今からでもできる行動の選択肢を提示しながら、脱炭素社
会における暮らし方を発信・実践する。省エネが生み出す経済循環、防災・減災や生活
の質の向上 など様々な地域の課題解決に繋げ、地域が一丸となって環境変化に対応して
いくことが目標である。

令和5年8月には気軽にできるエコ活動として“打ち水”イベントを商店街エリアで実施し、さらに夏休みの児童を対象とし、太陽光を利用し
た工作実験を行った。こちらは、災害時などに活用できるものでもあった。10月にはフードドライブとサステナブルファッションショーを
実施し、不要になった食品や廃材等が活用できることを地域にアピールした。12月〜1月にかけてはsmart moveを取り入れたスタンプラ
リーを開催。3月にはフードドライブ、プロギングによる清掃活動を行い、Youtube配信した。10月・3月の地域の大きな商店街のイベント
においては、CCさいわいによる脱炭素展示・体験ブースが会場に登場した。
結果、脱炭素社会実現に向けた暮らし方を提示し、周辺住民と新しいライフスタイルを共有することができた。

25 一般社団法人 神奈川県トラック協会 〇 業界団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「上部団体である公益社団法人全日本トラック協会と連携し、トラック運送業界全体の
CO2 排出原単位を2005 年度比で31％削減することを目標（全日本トラック協会策定
【トラック運送業界の環境ビジョン2030】より）

■ドライバー向けエコドライブ講習会
一般道を実際に走行し、省エネ・安全・燃料コスト削減等の効果が見込まれ、更には地球温暖化の要因といわれているＣＯ２の削減効果も
期待されるエコドライブを実車にて実施した。
■エコドライブリーダー養成講座
社内のエコドライブ活動を推進する人材の育成を図るため、かながわエコドライブ推進協議会と共催した。
■日常点検講習
エコドライブに必要な日常行う車両の維持管理方法並びに環境に配慮した車両の使用方法を習得するため開催した。
■エコドライブ診断器（セーフティナビ）の貸出し
エコドライブ診断器（セーフティナビ）を会員事業者に貸出し、広範的にエコドライブの意識を浸透させた。
■グリーン経営認証制度促進助成事業
グリーン経営認証制度の普及拡大を図るため、新規認証取得事業者・更新事業者を対象に係る費用の一部を助成した。
■車内ゴミのポイ捨て防止啓発の推進
運転者のモラルの向上並びにグリーン経営認証取得に係る評価項目の従業員に対する環境教育を推進するため、車内ゴミのポイ捨て防止に
係るポスター・チラシを各種研修会等にて会員事業者に配布した。
■キー抜きロープの普及促進
アイドリング・ストップを推進するため、会員事業者に配布するとともに、当協会の環境への取組を広範的にＰＲするため、啓発物として
配布した。
■アイドリング・ストップ支援機器等の助成
アイドリング・ストップの推進に有効な蓄熱マット・蓄冷クーラー等の普及拡大を図るため、会員事業者に対して導入費用の一部を助成し
た。
■タイヤゲージの普及促進
燃料消費量及びCO２排出量の削減に繋がる車両の適正な整備を推進するため、タイヤの空気圧を測定するタイヤゲージをモニター形式によ
り会員事業者に配布した。

26 株木建設株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年度」までに
2021年度から起算し
・ペーパーレス化を促進させ紙の年間購入量を50％削減
・環境に配慮し、電気使用量を30％削減
・年度毎のグリーン調達率95％以上の確保
していきます。

27 株式会社マイルストーンジャパン 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、太陽光発電所の建設に関する機器の提供を通し、
今までに建設できない困難な地盤の場所に有機的に効果を出す製品の開発を行い、事業
者や需要者に対して価値を見出してまいります、また自社消費型で再生可能エネルギー
を取り入れ「2030年」までにオール電化にできるように取り組みます、そして弊社工場
おいては、全てを蓄電された電気で賄えるような移動式のトレーラーハウスを事務所に
変更し、安全に配慮した取り組みを同時に進めて参ります。

今回開発したエアースイベルにより、太陽光発電所の建設で杭を地面に打ち込む工程があり、硬質な地盤で作業が困難な場合に効果を出す
ことが出来ました。それにより発電所の建設に寄与することができ、不向きな土地でもこの装置があることで開発が可能となりました。ま
た、オール電化にできるように引き続き取り組みます。そして弊社工場においては、蓄電型移動式のトレーラーハウスを導入予定で、ク
リーンエネルギーに配慮した取り組みを今後進めて参ります。

28 株式会社ミツトヨ 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
「2030年」までに二酸化炭素排出量（Scope1・2）を「2018年度を基準に50％削減」し
ていきます。

2030年までに二酸化炭素排出量（Scope1・2）を「2018年度を基準に50％削減」を目標に活動しております。
2030年までに各年段階的な目標を掲げており、2023年度は2018年度比で29.5％削減を目標として削減活動をしました。
実績としましては2023年度までに2018年度比で30.3％削減を実現しております。
引き続き、「2030年」に向けてCO2削減に向けて取り組みを実施していきます。

2018年度：37,785 t-ＣO2
2023年度：26,354 t-ＣO2  30.3%削減(目標達成)

【2023年度の具体的な施策】
PPAのよる太陽光発電システムの導入
CO2フリー電力への切り替え
設備、空調を更新
照明器具のLED化
建物の遮光/遮熱化
工程内の改善活動  等

29 株式会社ロードカワサキ 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2045年」までに
・工事作業車全てをAT車に変更し、CO2の削減に貢献します。
・工事に用いる合材は、CO2削減のものを使用します。
・社内の照明を全てLED化します。
・社員の意識啓発を行い、CO2排出量を5％削減します。

・工事作業車全てをAT車に変更し、CO2の削減に貢献します。
→宣言して以降まだ新しい作業者は購入しておりません。
・工事に用いる合材は、CO2削減のものを使用します。
→使用中です。
・社内の照明を全てLED化します。
→事務所の照明灯は全てLEDにしました。
・社員の意識啓発を行い、CO2排出量を5％削減します。
→継続中

30 カミング・スーン合同会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「100%再生可能エネルギー
化」していきます。

2023年は太陽光発電にて3800kWhほど発電し、事業に必要な電力の7割程度を賄っている状況です。
引き続き事業の省エネ化や、発電量の増加を目指して参ります。

31 かわさきかえるプロジェクト ● 市民団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「人と自然が共生するエコシ
ティ川崎」を目指し、市民活動による地域資源循環と、再生可能エネルギーへの取り組
みを広げ、環境まちづくりの取り組みを広げます。

①石けんプラントとの情報共有を強め、地域内資源循環とせっけん運動を推進しました。川崎市民
石けんプラント前理事長を講師として、BDFの学習会を開催しました。現状を理解し、これからの未来に
向けて考える機会となりました。継続して学習会を行い、何ができるか検討をすすめます。
②各区連絡会がFEC+W KAWASAKIまつりに参加し、石けんについてアピールしました。地域の
運動グループと連携しました（11月11，12日）。
③エッコロ講座講師団体としてせっけん講座を年間11回実施しました。せっけんの利用推進活動を
通して環境まちづくりや人のつながりを広げ、せっけん運動の語り部を増やしました。講師育成のため、
講師登録者に向けての「香害学習会」を開催し、共育を行いました（10月7日）。
④かわさき環境平和委員会主催のせっけんマイスター講座は7月から10月にかけて市内4会場で
行われました。今年は参加者が少なく5名がマイスターを取得しました。かわさきかえるプロジェクトへの
共感を高め、加入および講師登録を促し、講師の層を厚くすることでせっけん運動の強化を図っていく
ことが大切です。
n 廃食油回収ポイント：144（前年比99.3％）
n 廃食油回収量：8,381.9ℓ（前年比97.1％）

32 かわさき環境教育学習プロジェクト 市民団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、まず、「2030年」までに「脱炭素社会に向けた場
づくり」を行なっていきます。

１）エコクラブかわさきの企画運営
 ・自然観察会、エコ講座の開催（１５回、延べ１７６名）
 ・小杉ごみ拾いの開催（毎月１２回、延べ１４１名）
２）環境出前授業（１６校、延べ１４４１名）
３）環境授業プログラム開発、総合的な学習の時間支援（２社・３校）
４）気候変動の対話の場つくり
 ・脱炭素かわさき市民会議参加者向け市内の取り組み紹介（４回）
 ・「カワテツ大集合！〜気候変動・哲カフェ〜」開催

33 川崎港運協会 業界団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年」までに「カーボンニュートラル化」を
推進します。

川崎市１５０万本植樹の達成に向け、会員店社９４社に理事会等の諸会議を通じ植樹のお願いを行った。また当協会事務所においては観葉
植物を飾り、脱炭素化に向けた意識向上に努めている。

34 公益社団法人川崎港振興協会 業界団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年度」までの間
以下の項目を重点的に取り組んでまいります。
・会議資料等のペーパーレス化及び会議のリモート化
・廃棄物の減量化

令和４年度
事務所内空調の環境省推奨温度設定の徹底
公用車のハイブリッド車化
令和５年度
会議時における資料のペーパーレス化
月1回（＠10枚）×10人×12月＝1200枚
職員並びに来館者へのゴミの持ち帰り推奨
令和4年度（令和4年4月〜令和5年2月）廃棄物 14,245㎏
令和5年度（令和5年4月〜令和6年2月）廃棄物 12,355㎏



Ｎｏ． 団体・事業者名 会員 形態 宣言文 報告書

35 川崎市工業団体連合会 〇 業界団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「会員企業全てが脱炭素行動宣言を行い、脱炭素行動を実施していくように」していき
ます。

〇令和4年度の取組
 ・当連合会内の技術委員会で取組を進めていく事を確認、決議。今後、環境局脱炭素推進室のご協力
    をいただきながら進めていく事とした。（11/17）
 ・脱炭素推進室より、川崎市の取組に関する説明をしていただいた。
  (1)地球温暖化とは？ (２)川崎市t級温暖化対策推進基本計画について (3)中小企業の脱炭素化
  促進に向けた「川崎市脱炭素化取組ガイドブック」について (４)質疑応答 （12/13）
〇令和５年度
 ・先行して取組を進めている会員企業から、取組状況を説明
  (1)「川崎市脱炭素化取組ガイドブック」に関する情報提供と説明
    日崎工業株式会社 代表取締役 三瓶 修 様より説明を受ける。
  (2)今後の工団連での脱炭素化の動きつくりについて（ディスカッション） （7/21）

令和５年度途中からの取組が中途半端となっているが、令和６年度に継続した取り組みを行い、宣言内容の早期達成ができる方向付けを
行っていく。

36 川崎市資源リサイクル協同組合 業界団体

2030年に向け、資源循環型社会の構築については、ISO14001等の環境マネジメントシ
ステムに関する認証は取得していないが、今後継続的に環境面の活動を改善するための
環境マネジメント体制の具体的な構築を目指すようにしたい。

・現在、所有しているフォークリフト車５台のうち４台はEV車に切り換わっていますが、残り１台については非常時の使用として位置づけ
わずかながらですが、削減を図っています。２０３０年までにはEV車に切り替えることとしています。
・作業環境測定につきましては、２０２３年も粉じん濃度測定を実施いたしまして、作業環境の改善に取り組みました。

37 川崎市新エネルギ−振興協会 〇 業界団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年」までに温室効果ガスを80％削減に向け
て地域社会の方々に広報活動及び啓蒙活動をする。

38 川崎市地球温暖化防止活動推進センター 〇 その他

2050年の脱炭素社会の実現に向けて「2030年」までに
「かわさき市民と「脱炭素した豊かな暮らし』のイメージを共有し、2030年には、二酸
化炭素の排出量の50％削減に向けて取り組みます。
そのために、学校での環境学習、地域での脱炭素アクションの普及に取り組み、
川崎市のさまざまなシステムが『脱炭素が容易に行える社会制度』になるよう努力して
参ります。」

・学校・こども文化センター・町内会等での環境学習(約1万人）
・「かわさき環境フォーラム」の開催(1,815名）
・「夏休み自由研究週間〜子ども環境ワークショップ」の開催（415名）
・「春休みエコ体験教室」の開催
・「まるっとサステナキャンプフェスティバル」への参画（218名）
・中小事業者への炭素の見える化支援 2023年度は13事業者に対して実施
・「おさがりボックス」の活用 不要になった子ども服を自由に交換するボックスの設置により、市民の
利用が活発化している。
・各区での脱炭素アクションを啓発する「脱炭素キャンペーン」の実施（多摩区・高津区・宮前区・幸区）

39 一般社団法人 川崎市電設工業会 ● 業界団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、[2024年」までに
「１、蓄電池を活用して、現場作業での排ガスゼロを達成する。
２、会員各社のEV化を促進する。会員各社の社用車のEV化の進捗・EV化率について、
毎年調査。」
をしていきます。

１については、蓄電池のほか再生可能エネルギーを電源として工具を使用する等、脱炭素化への取り組みが進んできている。

２については、令和4年度末には4．91％だったが、令和５年度末には6，02％となり、EV化率が上昇した。

今後も引き続き再エネ利用を推進し、脱炭素化への進捗を図っていく。

40 かわさき市民共同おひさまプロジェクト 〇 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「川崎市内に再生可能エネルギーを活用した施設を増やす活動をします。住宅、福祉施
設、地域の避難所などへの太陽光発電、農地での営農型太陽光発電を増やすことを目標
として、普及活動、提案・助言活動をしていきます。

・福祉施設への太陽光発電設置提案やアンケート調査を実施したが、具体的検討まで進んだところはまだ無い。
・農地の営農型発電は可能性調査をしたが希望する農家が今のところ無い。
・住宅への太陽光発電を勧める資料「陽の当たる屋根は宝の山」を作成し、イベント出展で提案活動をしている。
・再生可能エネルギー普及の目的を共有する団体と連携し、団体が所有する発電所の維持管理と普及活動に参加した。

41 川崎市立平間小学校 学校 「2030年」までに地域や企業等と協力して炭素排出量を減らすために取り組みます。

 本校では「平間小の子がどこにいても楽しく生き生きとすごすため自立と共生をめざし平間プライドを育み、未来を創る」を学校理念とし
て、平間小の子と大人（学校・家庭・地域）が共に、２０３０年に向けて持続可能な未来を創っていけるように活動に取り組んでいる。
 昨年度に引き続きＥＳＤを軸とした教科等横断的な視点で生活科・総合的な学習の時間の研究に取り組んだ。2年生では地域の魅力を発
信するためのツアーを考え学習を進めたり、3年生では市内にある里山を訪れたことをきっかけに森林保全活動に取り組んだ。５年生では
学区を流れる多摩川でのガタガタ探検をきっかけに、気候変動対策し隊を結成し、地域の商店街や企業と連携をしながら自分たちにできる
脱炭素につながる活動に取り組んだ。
 今年度で5回目となる平間SDGｓフェスでは、かわさきSDGｓパートナー制度を活用し、企業・団体（参加団体数３３）が出前授業やブー
ス出展を行った。エネルギー環境教育、気候変動防災教育、人権平和教育等のテーマで出前授業を実施することで、普段の子どもたちの学
びが深まったり、広がったりすることができた。

42 川崎信用金庫 〇 その他

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、環境配慮型金融商品の提供や地域の事業者の脱炭
素経営の支援を行っていきます。
また、「2030年」までに、当金庫の二酸化炭素排出量を2013年度比で90％以上削減しま
す。

１．環境配慮型金融商品の提供
・２０２３年７月より、新たな環境配慮型金融商品として、事業者向け太陽光パネル設置融資「かわしんサンシャイン」の取扱いを開始し
ました。事業者が自家消費型の太陽光パネルを設置する資金および付帯費用が融資の対象となり、当金庫にCO2排出量レポートを提出する
事業者に対しては金利を優遇します。
２．事業者の脱炭素経営の支援
・事業者のCO2排出量の可視化サービスの支援を開始しました。事業者がCO2排出量の可視化をきっかけとして、省エネ診断、省エネ・再
エネ設備の導入を促進することで、地域全体の脱炭素化を加速させることを目的としています。
３．当金庫の二酸化炭素排出量削減の取組み
・２０２３年４月に「かわしん環境経営方針」を制定しました。同方針に基づき、環境負荷低減に向けた当金庫の取組みの基本方針を整理
した「環境負荷低減に向けたロードマップ」を策定しました。
・２０２３年４月に高圧電力契約をしている全店舗の電力契約を再エネ由来の契約に変更しました。
・省エネの取組みとして、10店舗の照明をLED化しました。
・再エネ導入の取組みとして、7店舗の屋上に太陽光発電設備を設置しました。
・２０２４年度中の電気自動車導入に向けて、オフグリッド型のソーラーカーポートを設置しました。

43 かわさき生活クラブ生活協同組合 業界団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「再生可能エネルギー主体の生活クラブでんきへのスイッチング推進、
自家発電消費型の施設の拡大、
自前および関連施設における省エネ型発電設備の導入促進、
事業から出るCO2の排出量を2013年度比50%まで削減」をしていきます。

●脱原発・脱炭素をめざし、再生可能エネルギーの普及を推進する生活クラブでんきの加入者を増やすため、新規契約131件の目標を持っ
て活動に取組みました。夏の組合員集会でアンケートを実施し、事務局につなぎました。事務局から回答者に連絡が取れなかったことへの
対策を今後の課題とします。8月には事務局マネジメント活動を実施しました。脱炭素の署名活動と連動したかわさき独自キャンペーン、
デポーでのスイッチングキャンペーンを活用し、でんきの加入を呼びかけました。加入35件、目標達成率26.7%の実績でした。
●神奈川県産地場野菜セットの取組みでは、県内産の野菜が直接配送センターに届くことによりCO2削減につながることも伝えました。11
月〜2024年1月に「脱炭素アクションポイントアップキャンペーン」においてもリユースびんアイテムの共同購入をすすめました。

44 株式会社川崎フロンターレ 〇 企業
脱炭素社会の実現に向けて、川崎フロンターレのホームゲームや地域活動を通して市民
への周知活動を推進して参ります

■ 廃材アクリルパネル回収
キンコーズ・川崎駅前店と共同で、コロナ禍で飲食店や商店で利用したアクリルパネルやアクリルパーテーションを回収し、川崎フロン
ターレホームゲーム内や市内でのイベントにて、ユニフォーム型に回収したアクリルパネルを切り抜き、好きなデザインにしてキーホル
ダーを作成するイベントを開催
回収量：115枚 / イベント参加者数（延べ）：1500名程度
実施期間：2024年3月1日〜
イベント告知：https://www.frontale.co.jp/info/2024/0325̲18.html#ex-toc-uid1018
回収告知URL：https://www.frontale.co.jp/info/2024/0226̲9.html

■ モバイルバッテリー回収
スポーツイベント初として、環境省と共にモバイルバッテリー回収およびリチウムイオン電池の廃棄の危険性に関する啓もう活動を実施
回収量：約350個
実施日：5/28、11/12
報告記録：https://www.frontale.co.jp/diary/2023/0605.html

■ 等々力緑地清掃活動
Uvanceとどろきスタジアム by Fuijtsuを中心に等々力緑地を選手と共に清掃活動を実施。
ファン・サポーターおよび選手やゲストを含めて、449名が参加。
参加者数：449名
実施日：10/14
報告記録：https://www.frontale.co.jp/diary/2023/1024.html

45 川崎臨港倉庫埠頭株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
省エネ及び二酸化炭素の排出量削減のため、2023年度から2030年度までに当社倉庫の既
存照明設備229台をLED照明に更新することを目標とします。
併せて、川崎港コンテナターミナルのカーボンニュートラル化を目指します。

2022年度の取組結果
・倉庫既存照明設備のうち、軒下灯（蛍光灯）60台と庫内灯（水銀灯）2台をLEDへ更新及び倉庫2棟分の屋根の遮熱塗装によって、二酸化
炭素排出量の削減をおこないました。
・川崎港コンテナターミナルでは実質再エネ100％の電力を導入してCO2削減をいたしました。

2023年度の取組結果
・倉庫既存照明設備のうち、水銀灯7台をLEDへ更新及び倉庫2棟分の屋根の遮熱塗装によって、二酸化炭素排出量の削減を行いました。
・川崎港コンテナターミナルでは、社用車1台をガソリン自動車からCO2排出量の少ないPHEV（プラグインハイブリッド）自動車にいたし
ました。

46 川又電機工事株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
・太陽光発電設備と蓄電池を導入し、電気使用量・CO2の削減を目指します
・事務所内の空調機を高効率機器に切り替え、電気使用量・CO2を削減します
・蓄電池等を利用し、工事現場でのCO2削減を目指します
・社有車のEV・PHEV化を進めます

・2023年に太陽光発電設備と蓄電池を導入
・2023年に事務所内の空調機を効率機器に更新
・EV及びPHEVを各１台所有

47 独立行政法人環境再生保全機構 〇 その他
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「電気使用量による温室効果ガス総排出量を 2013 年比（基準年）で 50％削減。」して
いきます。

2023年度において、令和5（2023）年度環境配慮実行計画に基づく取組を着実に実施するとともに、取組状況について定期的に自己点検を
行って職員への意識啓発をはかることにより、電気使用量による温室効果ガスの排出量を2013年度比で32.8%（暫定値）の削減を図ること
ができた。

48 企業組合 労協センター事業団 業界団体 BDFをバスや農機具等に使用するなど地球温暖化対策に取り組んでいきます。 BDF（バイオディーゼル燃料）を、顧客や地域の方に広めている。                           車両にBDF
を使用し、軽油に比べ、クリーンな排ガスにしていく。       デメリットもある為、社用車で試している。

49 行政書士四季京法務事務所 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2025年」までに弊所の二酸化炭素排出量を半減
させていきます。

省エネ認証の付いた家電への切り替え、事務所として従業員への環境配慮の啓発、及び省エネや脱炭素に
直結する行動の実践、多少の距離であれば自転車を利用するなどの取り組みを行いました。

50 京急建設株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「2019年度の主要な工事事務
所の電気、ガソリン、軽油、都市ガス、LPG使用によるCO2排出量386t-CO2を247t-
CO2（36％）まで削減」していきます。

2023年度の取組結果等を下記の通りご報告いたします。

2019年度 CO2排出量386t-CO2
2023年度 CO2排出量433.7t-CO2
        （19年度比47.7t-CO2増加、約12％増）

増加理由
工事受注、夜間工事の増加等で電気使用量が増え、削減活動等で補う事ができず、結果、CO2排出量が増加しました。

今後施策
2024年以降は、削減施策として対象工事事務所のCO2フリー（再生可能エネルギー）電力への振り替え、カーボンオフセット等の実施を予
定しています。

https://www.frontale.co.jp/info/2024/0325
https://www.frontale.co.jp/info/2024/0226
https://www.frontale.co.jp/diary/2023/0605.html
https://www.frontale.co.jp/diary/2023/1024.html
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51 川崎工業振興俱楽部 〇 業界団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
「会員企業にとって「有効で有意義な情報」を入手の都度、倶楽部のホームページに掲
載し、情報提供による広報啓蒙活動を実施する。Ex「ccかわさきエコちゃんずメールマ
ガジン」「スマートライフスタイル大賞受賞会員の紹介」等をしていきます。」

 【川崎工業振興倶楽部】
２０５０年の脱炭素社会の実現に向けて                                   定期的に発信される
環境局の情報をはじめ、「ccかわさきエコちゃんずメールマガジン」「スマートライフスタイル大賞受賞会員」の紹介を倶楽部のホーム
ページに掲載し、34社への情報展開・周知を行うなどの啓蒙活動を実施してきた。今後も引き続きタイムリーにホームページに掲載し、確
実な周知を行う。また、要請（実態調査やアンケート等）必要であれば、運営委員会の中で取り扱い、対応していく。

 【事務局として】
 当倶楽部事務局としては、不要な照明、空調機制限、会議時プロジェクターを利用し、紙面の会議資料減少させたっことや、事務用品購
入をエコ商品を購入するなど、常に省資源を意識している。今後も継続して実施する。

52 株式会社互幸ワークス 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに、①再生可能資源等を材料とし
て製造された資機材の使用率を30％以上とします。②使用年数10年以上のOA機器（複合
機）1台を省エネタイプを導入する。 ③社有車（営業車）5台をハイブリット車など次
世代自動車を導入する。以上を目標として脱炭素化に向けた取組みをしていきます。

①一部の資材については、100％再生可能資源等が材料の資材に変更しました（ダスタークロスシート）。②2023年5月にOA機器の入替を
実施し。取り組を完了しました。③社有車については、まだ実施できていません。今後計画的に代替する予定です。

53 栄石油株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2035年」までに「CO2排出量を30％減少」をし
ていきます。 グループ会社の農業の肥料として、生ごみや牛ふんを堆肥として利用しました。

結果として無駄が減り、廃棄物の総量が減少しました。

54 佐野デザイン事務所 ● 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2024年」までに
「仕事とプライベートの境界をなくし、小さな事を積み上げていきます。例えば ①仕
事や家事で使用する消耗品などはなるべくまとめて発注し1回で受け取る②歩いていける
店へ直接購入する③電気のアンペアを下げて省エネに努める④室内のインテリアに古木
などを活用し、脱炭素とデザインを融合させる 」していきます。

2015年に低CO2川崎ブランドに認定された「クッションサン・シリーズ」は、エコ・サスティナブル・SDGsに関心ある方にご好評いただ
いてるデザイン緩衝材。使い捨てを減らし、物流の輸送量を減らすことで、脱炭素に貢献してます。
新たに開発した新タイプでは、再生紙・混抄紙などを採用し、素材のリサイクル性にも配慮しました。脱プラの流れに沿うことで大手化粧
品会社にも活用されています。

55 山九株式会社 首都圏DC支店 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までにCO2排出量▲42%を目指しま
す。（2020年度対比）

・2022年度（令和4年度）
 蛍光灯をLEDへ交換(792台)

・2023年度（令和5年度）
 蛍光灯をLEDへ交換(126台)
 EVを導入(1台)
 空調省エネシステムを導入

・2020年度 CO2排出量 1,468,526㎏-CO2/年 （CO2排出係数0.441）
・2021年度 CO2排出量 1,470,123㎏-CO2/年 （CO2排出係数0.456）
・2022年度 CO2排出量 1,138,183.㎏-CO2/年 （CO2排出係数0.390）
・2023年度 CO2排出量 1,325,167㎏-CO2/年 （CO2排出係数0.455）

・2020年度対比 CO2削減
 2023年度 143,359㎏-CO2/年 9.7％削減

56 特定非営利活動法人 産業・環境創造リエゾンセンター 〇 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに会員企業の温室効果ガス削減
2013年度比５０％以上削減できるよう、会員間の情報共有、情報発信を積極的に進めて
いきます。
NPO法人が入居している会館が再生可能エネルギーを導入するよう働きかけを行ってい
きます。
執務室の省エネ化に取り組んでいきます。

温室効果ガス削減の取り組みについて、毎月行っている川崎市の政策情報や会員情報に関するメール配信や、年3回行っている会報の発行
などを通じて、会員間の情報共有、情報発信を積極的に進めた。        執務室について、不在時のこまめな消灯や、休日時には
コピー機などの電源を切るなど、省エネ化に取り組んだ。

57 三友環境サービス株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2045年」までに「施設の維持管理にかかるコス
トや新設に伴う経費について、ライフサイクルコストを検証し二酸化炭素排出抑制事業
費交付金を活用した基幹的設備改良事業を実施することで施設の継続化を実現」してい
きます。

工場内、事務所内の照明を全てLED照明に変更しました。
省電力のLED照明を使うことにより、CO2削減による地球温暖化防止に貢献します。

環境にやさしいLED照明
圧倒的な長寿命・省電力
LED照明は、一般照明と比べて圧倒的な長寿命・省電力を実現します。40形蛍光灯（安定器込み42W）の場合、LED照明化により、およそ
71％のCO2排出量の削減が可能となります。

廃棄の処理が容易
蛍光灯などに含まれる、水銀や鉛、カドミウムを使用していないため廃棄処理が容易です。

有害光線を発しない
熱線や紫外線などの有害光線の放出が少なく、人に優しいという特長があります。

CO2削減効果
蛍光灯比で1,096kgのCO2を削減
一般の蛍光灯とLED照明でCO2排出量を比較してみると、40,000時間（24時間・365日点灯で約4年半）あたり1,096kgのCO2削減効果があ
ります。これは、50年生育のスギの木約78本分の吸収量に相当します（1本あたり約14kgの吸収量）。

58 三和クリエーション株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「CO2排出量を2020年度比
30%削減」していきます。

電力消費量については2021年度（2021.10〜2022.9)は月平均3216kw/月、2022年度（2022.10〜2023.9)は月平均2758kw月、2023年度
（2023.8〜2024.3)は月平均2610kwと年々使用量は下がってきている。これは、社内での温度管理の徹底や2023年8月からは電力の見える
化などの活動の効果が出ていると考える。                                     反面、2023年
のCO2排出量は弊社算出基準によると2020年比164％と大きくプラスに転じております。これは、2023年8月に電力供給会社を変更し、
CO2排出係数の変化が大きく影響したものであり、今後、社内の取り組みはもちろんのことですが、非化石証書の適用や、電力供給会社の
見直しも含め、2030年に向けて目標を達成していきたいと思っております。
2020年 電力供給会社E 0.308(㎏-CO2/kwh)                        2023年 電力供給会社T  0.535(㎏-CO2/kwh)

59 株式会社シーエスデー 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年」までに
「株式会社シーエスデーは、ソフトウェア・製品の開発から原材料・部品などの調達、
製造、流通などすべての過程において、
 【地球温暖化防止のための低炭素社会の実現】
 【資源の循環的・有効活用による循環型社会の実現】
 【人々の健康や自然生態系、生物多様性を保全するための自然との共生】
に配慮し、地球環境への影響を可能な限り減少させるよう、自主的・積極的に行動」し
ていきます。

①脱炭素への取り組みについて、当社では福島県に太陽光発電所を２つを保有し再生エネルギーの電気を供給している。また、今回、同じ
く福島県にもう１か所の太陽光発電設備を建設しており、脱炭素と福島の復興に取り組んでいる。

②川崎市地球温暖化防止活動推進センター殿が１０月１８日に主催した、当社を始めとするKSPの見学に際しても植物発電の説明をしたあ
と現物の視察を戴き、脱炭素を実現する電気について理解を増進して戴いた。

③SDGsを体験するイベントにて植物発電キットを使って、脱炭素の環境に優しい未来エネルギーを、学校や川崎環境フェスの会場など
様々の場で小学生から大人まで大変多くの方に体験していただいた。植物の美しさと再生可能エネルギー発電から循環型ライフスタイルへ
の変換を促進するとともに、脱炭素の意識を高める良いきっかけとなった。
 ・エコシティ川崎フェス ・KSPサイエンスカフェ ・Colors,Future!Summit2023
 ・まるっとサステナフェス・川崎環境フォーラム ・久本小学校理科クラブ
 ・末長小学校４年生全員  ・休日大満喫FES

④プリンター印刷枚数-10%を目標にし、約62%削減しました。（2022年度比）

⑤執務室の電力消費量（kWh）-5%を目標にし、昼休みの電気消灯や帰宅時にコンセントを抜く等の施策により、約12%削減しました。
（2022年度比）

60 CCあさお 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2024年」までに川崎市「脱炭素行動宣言」の実
施に賛同し、川崎市の地球温暖化防止を推進するため、麻生の環境を守り自然と調和し
た脱炭素活動及び啓蒙活動を行う。また、様々な主体との協働での取組みを推進する。
なお、当宣言は2年ごとに見直しを行う。

麻生区内の小学生の夏休みの自由研究支援を、親子参加者の募集をして行ってきた。同時に地球温暖化防止の啓蒙活動を、子供と親の両方
の参加者に対して行う企画としてきた。                    2023年度は8月3日（木）、4年生を対象に「恩廻公園
調節池見学会」を行い,児童17名、保護者14名の参加者を得た（全応募者79名）。講習内容は、①調節池の見学、②「地球温暖化を考え
る」「鶴見川と洪水」である。麻生区役所、地球温暖化防止滑動推進センターの協力を依頼した。台風5号、6号北上、2号は日本の南岸を
通過するなど、大雨・洪水の意識が高く、同時に温暖化の影響も感じられることとなった。4年生でも温暖化の講義では児童13名中11名が
理解したとアンケートには書いていた。今後も脱炭素行動に力点を置いて内容の企画、推進を図る。

61 GBtechnology株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2025年」までに「事業用自動車の燃費向上
（2％）を実現」していきます。

車両別に燃費を管理及び集計し毎月の結果を掲示する事で、DRへの省燃費（エコドライブ）に対する意識高揚に取り組んでいます。（別途
資料有り）

62 ＪＦＥスチール株式会社東日本製鉄所（京浜地区） ○ 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
･「2030年」までをトランジション期と考え、低炭素鉄鋼プロセスへの転換を推進しま
す。
･「2050年」までをイノベーション期と定義し、超革新技術の確立・実装により、カーボ
ンニュートラルの達成を目指します。

取組結果は添付資料をご覧ください。
（下記の弊社ホームページにも掲載しております）
https://www.jfe-steel.co.jp/company/pdf/carbon-neutral-strategy̲231108̲1.pdf

63 株式会社 重田組 企業 2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに照明を80％LED化します。 社内の照明器具等 修繕に伴いLEDに順次交換

64 重田造園土木 株式会社 企業 2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに照明を80％LED化します。 社用車及び社内照明のライト、照明をLEDに順次交換

65 社会福祉法人緑成会 特別養護老人ホーム新緑の郷 その他

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに以下のことに取り組みます。
・福祉車両を次世代自動車にします
・節電による電力量の抑制を通じ、CO2排出量を削減します
・省エネエアコンの導入を図ります

今年は、電力量の抑制をメインに取り組み。デマンドの目標値を下げることにより使用電力量の削減を図る。結果、年間で約8％の削減を
図ことができた。次年度に向け、エアコンの省力装置を検討中。

66 株式会社ショウエイ ● 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「｢業務用ろ過装置の販売｣｢ろ
過省エネシステムの販売」により、社会全体の｢水使用量｣｢熱量｣｢電気使用量｣を削減す
ることで、温室効果ガス排出量を削減」していきます。

当社の年度が10月〜翌年9月であるため、令和3年度(2021.10〜2022.9)・令和4年度(2022.10〜2023.9)で報告させていただきます。（令和5
年度＝2023.10〜2024.9は集計中です）
報告内容は、業務用ろ過装置各機種1台当たり年間の削減量×台数の集計。装置は標準品として機種ごとに一定の値を設定して計算していま
す。

令和3年度(2021.10〜2022.9)
 水使用削減量：1,026,609.43 m³
 熱使用削減量：98,118,497.42 MJ
 電気使用削減量：557,661.60 kW
令和4年度(2022.10〜2023.9)
 水使用削減量：1,417,774.71 m³
 熱使用削減量：137,157,242.19 MJ
 電気使用削減量：932,064.00 kW

https://www.jfe-steel.co.jp/company/pdf/carbon-neutral-strategy_231108_1.pdf
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67 昌栄電設株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2024年」までに
[環境方針]
環境関連法規、条例等を遵守すると共に、以下方針を全社に周知し環境経営の
継続的改善に努めます。
１．二酸化炭素排出量削減 ２．一般廃棄物排出量の削減
３．産業廃棄物リサイクル率の向上 ４．水使用量の削減
していきます。

取り組みは概ね実施できた。更なる結果を残せるよう意識改革を進めていく。今後も、環境影響を低減するために、社員に対して環境方針
の周知を図るとともに、環境教育、人材育成を積極的かつ継続的に行い、環境マネジメント活動を推進し、より一層の環境配慮型事業を目
指します。

68 株式会社伸栄工事 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「本社の使用電力を再生由来の電力に切り替え」
していきます。

・ 再生由来電力・再生可能エネルギー電力対応事業者の調査 （エネルギー種別、事業者の取り組み等）・自家消費型、PPAモデル等の検
討・導入時期、電力供給量、価格等の比較検討

69 国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構 〇 その他

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年度」までに
2013年度を基準として、機構の事務及び事業に伴い直接的に排出される温室効果ガスの
総排出量を40％削減することをめざしていきます。 2022年度は基準年度比40.6％削減を達成し、2023年度に関しては集計中です。

70 信号器材株式会社 ● 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年」までに、CO2の排出量や無駄な資源の
低減を意識した製品開発・製造・施工・販売を行い、「脱炭素社会・循環型社会の実
現」を目指します。

LED内照式道路標識によるCO2排出の低減及び反射材の廃棄材を用いた道路標識キーホルダー販売によ
る、資源の有効活用を引き続き実施し、脱炭素社会・循環型社会に向け邁進中。

71 シンヨー株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2026年」までに「事務所の省エネリフォーム
（窓や壁の断熱リフォーム）」していきます。

本社トイレ改修では、節水型トイレに変更。また、トイレ内の電気をLEDにし、手洗い水栓ともに人感センサー式にすることで、省電力、
節水による二酸化炭素排出削減へ取り組んでいます。

本社ユニットハウス新設では、断熱材を採用。室内にはロールカーテンを設置し冷暖房効果を高め、エアコンの電力消費削減へつなげてい
ます。

自社保有する居住用賃貸物件新設では、断熱材を採用。屋上には太陽光発電を導入し、19世帯が利用。電気使用による二酸化炭素排出削減
に向け、環境を整備しました。

72 スナイプバレー合同会社 ● 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「地球温暖化／海洋温暖化への
意識啓蒙を図るセミナーを毎年開催 」していきます。

2030年までに地球温暖化／海洋温暖化への意識啓蒙を図るセミナーを毎年開催。2023年度は、末長小学校、平間小学校の2校で出前授業を
実施し、海の環境について伝えたほか、FMヨコハマやかわさきFMにも出演し、川崎の海の環境についてお話ししました。

73 生活協同組合ユーコープ ● 業界団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「CO２排出量を2013年度比51％削減」していきます。
①店舗改装時のエコストア化（店舗の冷凍・冷蔵設備、空調、照明を高効率なものに入
れ替え）
②宅配センター新設（冷凍・冷蔵設備の省エネ化、太陽光発電設備の設置、電気自動
車）
③再生可能エネルギーを使用した電力会社からの電力調達
④ユーコープのCO２排出削減の取り組みや到達点などのお知らせを内外に向けてお知ら
せ

2023年度第3四半期までの累計ＣＯ２排出量は34,855.8ｔ（※）でした。前年同期比97.6％、排出量目標差＋642.5ｔ(目標比101.9％)と目標
を下回りました。
※排出係数未確定により暫定値。2021年度ＣＯ２排出係数で試算しています。
①改装した大型1店舗、中型2店舗、小型2店舗で冷ケースを更新し、中型2店舗でLED照明導入、大型2店舗でLED照明を更新。
②宅配センターの新設は2023年度は計画なし。2024年度に実施予定
③再生可能エネルギーを使用した電力会社からの電力調達も2023年度は計画はなし。
※認証年月日は3月23日ですが、2022年度の報告は記載していません。2023年度から取り組む目標を脱炭素行動宣言として申請したため、
2023年度の実績報告のみ記載しています。

74 綜合警備保障株式会社 川崎支社 企業
2050年の脱炭素社会に向けて、「2030年」までに「社用車（乗用車26台）（２輪，３輪
バイク11台）のエコカー化80％」を目指していきます。

乗用車（1500ｃｃ）を軽自動車（650ｃｃ）に2台買い替え。
（低排出ガス車★★★）
新たに購入した3台も軽自動車・低排出ガス車★★★とした。

75 ソーラーチーム 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「自然エネルギーの中でも、市民が取り組みやすい太陽光発電、太陽熱利用システムを
利用する人が増えるように、普及啓発活動を行います。川崎市地球温暖化対策推進基本
計画の2030年CO2半減、2050年までにゼロ目標、川崎市の再エネ推進の施策を伝えて、
取り組みを促進」
していきます。

・各地のイベントに出展（2022年度4件、2023年度8件）
CO2を出さない、災害時にも役立つ太陽光発電と太陽熱利用のソーラークッキングを実演し、太陽光発電設置の提案をした。
・子ども向けソーラー工作講座（2022年度4件、2023年度3件）、小中学校向け出前授業（2022年度4件、2023年度2件）を実施
温暖化の現状、2050年までにCO2ゼロ目標、自然エネルギーの可能性を伝えた。太陽光発電、ソーラークッキング、ソーラーおもちゃを体
験することでソーラーエネルギーを実感してもらった。
・太陽光発電から電気自動車に充電する技術の内部勉強会を実施。

76 大和塗装株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて「2050年」までに照明の90％以上をＬＥＤ等の省エ
ネ照明に更新します

少しづつですが実施しています。
照明のＬＥＤ化がメインです。
すでに通常使用している照明はＬＥＤ化していますが、倉庫等普段使用していない場所のＬＥＤ化の確認を行っています。

77 武松商事株式会社 企業
2050年の脱炭素社会実現に向けて「2023年度」までに自社より排出する廃棄物を削減し
ます

２０２３年度エコアクション２１審査が、4/10終了しました。今後も認証されるよう取り組んでまいります。

78 株式会社タマック 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
・施工棟数の半分をZEH住宅とし、15％CO2削減に貢献します。
・再利用可能な住宅建材の採用で、CO2削減に貢献します。
・社内ペーパーレス化により、「紙の節約」「ごみ減量」をして、CO2削減に貢献しま
す。
・リモート管理による車両移動を削減し、10％のCO2削減を目指します。
・WarmBizによる適切な冷暖房の利用で、5％電気使用量を削減します。

・令和5年度、注文住宅部門でZEH住宅50％達成
・断熱材を吹付ウレタン工法からグラスウール工法へ約50％変更
・IPAD等の電子機器を活用したペーパーレス化
・現場リモート管理システムの強化にて、車両移動削減中
・令和6年度4月より、WarmBizを開始

79 DELE株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「取引先すべての情報機器の廃
棄物ゼロを目指」していきます。

当社取引先のデータ消去後の産廃になってしまっていた情報機器の、１０％が有価物としてリユース及びリサイクルに切り替えることが出
来ました。

80 寺尾サッシ工業株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
① 製造工場の照明を100% LED化します。
② 社有車の50%をEV・PHEV化します。
③ 蓄電池等を活用し、工事現場でのCO2削減を目指します。

①製造工場の照明を100% LED化します。 → 現在予算取りをし、年度内に実行する計画を立てています。
②社有車の30%をEV・PHEV化します。 → ２０２４年3月達成。
③蓄電池等を活用し、工事現場でのCO₂削減を目指します。 → 電気工具の動力を蓄電池型に随時更新中。

81 株式会社Ｄｅｎ 企業
2050年の脱炭素社会に向けて、「2025年」までに都市緑化によるカーボンニュートラル
推進に関するアクションを具現化させます。

82 東亜建設工業株式会社横浜支店 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年度」までに
・川崎国際環境技術展に継続して出展し環境技術の普及に努め、建設工事現場のCO2削
減に貢献します。
・社用車２台を次世代自動車にします。
・再エネ電力の導入を促進します。

・2023年11月15日〜16日にカルッツかわさきで開催された第16回川崎国際環境技術展に出展し、当社の環境技術である自動粉じん低減シ
ステム「粉じん見張り番」のデモンストレーション機を展示しました。
・社用車の更新にあたり、2023年６月に１台、９月に１台、計２台のEV自動車を導入しました。

83 株式会社スポーツオアシス 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2028年」までに「川崎市内の王禅寺余熱利用市
民施設の年間電気使用量を10％削減（対2018年）」していきます。

令和４年度・令和５年度分の報告

施設全体での節電意識と努力により、
対2018年（1,379,776㎾/h）に対し、
・令和4年度 78.3％（1,080,822㎾/h）
・令和5年度 66.8％（921,172㎾/h）
となった。
また、近年の節電取り組みの強化のもと
・令和5年度では対前年88.4％となっている。

84
東京ガス株式会社 川崎支店
※事業者名変更（旧 東京ガスネットワーク株式会社 川崎
支店）

〇 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までにカーボンニュートラルなガス
【e-methane、ＣＮＬ】を普及促進」していきます。

①カーボンニュートラルLNG【ＣＮＬ】の普及拡大を通じた、カーボンニュートラル社会の実現を目指すため、2021年に設立した「CNLバ
イヤーズアライアンス」の活動を推進した。具体的には、「活動の発信」、「CNL評価向上の取り組み」、「環境関連の各種制度への働き
かけ」の実施。
②研究施設でイーメタン【e-methane】の実証事業を進めるとともに、川崎市長をはじめとするステークホルダーの皆様を研究施設にご案
内し、理解促進の実施。
③地球温暖化防止啓発に係る出張授業を実施するとともに、新しい環境教育プログラム「みんなでエネチャレ」の提供を開始。
④環境に配慮した食の取組として、料理教室で環境に配慮した食の取組「エコ・クッキング」の実施。
⑤環境局減量推進課と協働で、市内小学校へ『地球においしい「エコ・クッキング」出張授業』の実施。
⑥事業所（川崎ビル）において、照明のLED化と休憩時間の消灯実施、および、廊下・トイレ等共用スペースに人感センサーの設置。

85
東京電力エナジーパートナー株式会社 販売本部 南関東
本部

企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年度」までに
●法人企業向け CO2ゼロメニュー販売量 100億kWh
●一般家庭向け  電化の促進（需要開拓電力量） 97億kWh以上
を目指します。

2022年度進捗●法人企業向け CO2ゼロメニュー販売量 63億kWh （達成率63％）●一般家庭向け 電化の促進（需要開拓電力量) 4.7億
kWh （達成率4.85％）

86 東京電力パワーグリッド株式会社 川崎支社 〇 企業

●東京電力グループでは、｢EV100｣に参画し、「2030年」までに業務車両の100％電動
化を目指しています
●東京電力パワーグリッド株式会社では、産業廃棄物等のリサイクル率99％以上の達
成・維持に取り組んでおり、川崎支社では、「かながわプラごみゼロ宣言」を行い、プ
ラごみ・紙ごみ等の区分や注意点をわかりやすく掲示し、ごみの分別を徹底します。

●EV１００の取組状況としましては、下記の通りです。
 ・2022年度末ＥＶ化進捗率２１％（対象台数：720台/3500台）
 ・充電課題の解決方法検証
  ＊事業所での実運用により充電課題の解決方法を検証
 ・EV普及促進に向けた広報活動
  ＊再エネ利用によるEVのゼロエミッション化、EV車体ラッピング等
    による「カーボンニュートラル化×電化」のPRを実施
 
●２０１９年１月にかながわプラごみゼロ宣言に賛同し、分別の徹底を
  行ってきました。ゴミの種類を具体的に絵で表示し、みんながわかり
  やすく分別できるようにしております。また、マイエコ１０宣言を掲載し
  マイバック、マイボトルの持参によるプラごみゼロの意識を高めました。

87 東芝エネルギーシステムズ株式会社 浜川崎工場 〇 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
・省エネ活動（節電、教育等による意識啓発等）を行い、CO2削減に貢献します。
・環境に配慮した高効率機器を導入し、1%／年の電気使用量を削減します。

２０２２年度 電気使用量： ３,２２９万kWh２０２３年度 電気使用量： ３,２３５万kWh省エネ活動（節電、高効率機器導入等）は
継続して行っているが、２０２３年度は生産増加の影響により電気使用量が前年度比0.2%増となった。【２０２３年度 削減施策】１．高
効率機器の導入を実施（空調機器、LED照明）２．細分化した電力使用量を把握するため、電力メーターを新規に設置  し、電力の見え
る化を実施。⇒ ２０２４年度に削減施策効果の刈り取りを進める。

88 東都熱工業株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2028年」までに
・社用車の全てを次世代自動車にします。
・照明を100％LED化します。

【社用車の次世代自動車化】  8台中、3台をハイブリッド車に移行。2028年までに全車ハイブリッド化     【照明の100％LED
化】 見積を取得し精査している段階



Ｎｏ． 団体・事業者名 会員 形態 宣言文 報告書

89 東洋建設株式会社横浜支店 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「CO2排出量を45%以上削減
（2013年度比）することを目指」していきます。

令和４年度報告
施工中に発生するCO2排出量を44.9%削減 （2013年度比）
・前年度比（-17％）

令和５年度報告
施工中に発生するCO2排出量を45.0%削減 （2013年度比）
（詳細集計中）

取り組み内容（主な例）
・環境配慮型エンジンの換装、A重油から軽油への転換等の実施。作業船から排出されるCO2を回収・固定化する技術の開発。
・ZEB/ZEHの施工や既存建物の省エネ提案の実施。
・非FIT非化石証書付電力の導入。
・東京湾内において、アマモ場再生事業に参画。

90 特定非営利活動法人アクト川崎 ● 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに川崎市が「脱炭素して豊かな暮
らしを実現する社会」になるよう努力して参ります。そのために、川崎市民・事業者と
ともに「脱炭素した豊かな暮らし」を描き、二酸化炭素の排出量の50％削減に向けて取
り組みます。特に、学校での環境学習、地域での脱炭素アクションの普及に取り組みま
す。

当法人は、川崎市地球温暖化防止活動推進センターの第4期指定団体として2022年度の川崎市地球温暖防止活動推進センターの運営を行い
ました。環境省、川崎市の制度を活用して、円滑な運営に努めました。
また、2023年度は第5期指定団体として運営を行いました。

2022年度、2023年度とも、学校、市民、事業者、そして川崎市と連携して、脱炭素社会づくりの基盤形成に寄与しました。

91 特別養護老人ホーム潮見台みどりの丘 ● その他

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
「2010年からおむつを捨てる時にビニール袋を使わず古新聞で包んできました。12年間
で250万枚のビニール袋を使わなかった結果152トンのCO2の削減ができました。この取
り組みは今も、これからも続けていきます。2030年までに・・・263 トン 2050年ま
でに・・・ 530 トンのCO2削減を目指していきます。高齢者が暮らす施設だからこそ
出来る昔ながらの知恵と工夫で地球にやさしい生活を取り戻していきたいと思いま
す。」

【令和４年度】
活動開始より、4，980日経過
 おむつを包むビニール袋  298万枚削減
 清掃活動のペーパー    39.8万枚削減

【令和５年度】
活動開始より、5，340日経過
 おむつを包むビニール袋  320万枚削減
 清掃活動のペーパー     43万枚削減
これに加え新たに服薬時の水を湯冷から水道水に変えたことにより、電気ポット消費電力1，440万Ｗを削減

 2010年、開設当初から始まった活動は日常となり毎日更新していくことが、強みです。
 新聞、ウエス、湯冷まし・・・と一歩ずつ身近な中にある無駄、工夫を脱炭素活動に繋げてきました。
 今年度は、紙おむつのゴミを占める割合が2030年には5％から７％に増加される事が予想されますので、おむつを減らすことにいよいよ
挑戦すると決めました。

92 日本電気株式会社 〇 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2040年」までに
「グローバルNEC全社で、
サプライチェーンCO2排出量のネットゼロを目指していきます。」

SBT目標に従って取組みを実施
＜2022年度実績＞
Scope 1, 2： 25.8万トン ＝ 2017年度比45％削減達成
Scope 3： 439.6万トン ＝ 2017年度比15％削減達成

＜Scope 3の対象範囲＞
カテゴリー1（購入した製品・サービス）の35%
カテゴリー3（Scope 1、2に含まれない燃料、エネルギー活動）の100%
カテゴリー11（販売した製品の使用）の100%

＊更なる活動の促進のため、対象範囲や基準年を修正し、SBT審査中

＜削減施策＞
Scope 1,2： 照明のLED化、原動力設備の更新、空調運転時間の最適化、再生可能エネルギーの活用促進
Scope3カテゴリー1： 調達取引先への削減依頼、省エネルギー改善状況の共有、実態調査
Scope 3カテゴリー11 製品の開発時のアセスメントを通じた、エネルギー効率改善

93 日本海工株式会社東京支店 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
・陸上重機を順次更新し排出されるCO２を削減します。
・作業船での使用燃料を順次重油から軽油に変更し排出されるCO２を削減します。
・事務所での電力使用量を基準年度比（2021年）から3％の削減をいたします。
・環境関連イベントやセミナー等に参画し社会的貢献と社員の啓蒙を図ります。

令和４年度(2022年度)の取組み
・2023年度において、陸上重機(1台)の新規更新を決定。
・作業船(2隻)について全て軽油に変更済み。残る1隻についても2023年
度中に変更予定。
・基準年度比(2021年度)１％の削減を達成。
・東京湾再生官民連携フォーラムでの生き物生息場づくりPTでの活動
・東京湾大感謝祭への参加および出展
・事務所周辺での清掃(月１回)活動

令和5年度(2023年度)の取組み
・令和5年10月より新規陸上重機(１台)の稼働を達成。 更に１台の新規更新
を計画中。
・すべての作業船（３隻)において軽油への変更を達成。
・現在集計中であるが、昨年度と同様に1%削減の見込み。
・東京湾再生官民連携フォーラムにおける生き物生息場づくりPTでの活動
・東京湾大感謝祭への参加および出展
・事務所周辺での清掃(月１回)活動

94 日本ダスト株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「低CO2川崎ブランドに認定されたNDK資源化リサイクル工場での中間処理サービスを
通し、排出事業者様より収集した混合廃棄物を選別、破砕し多岐にわたるリサイクル処
理先へお渡しすることで炭素の排出量を削減し廃棄物に新しい命を吹き込み環境保全に
貢献」していきます。

NDK資源化リサイクル工場で選別、破砕、圧縮梱包にて中間処理を行った産業廃棄物をリサイクル処理先に搬入しCo2排出量の削減を行い
ました。また、2023年9月に川崎市夜光に『NDK夜光工場』を開設。日本初の破砕機を導入し、今まで破砕できずそのまま焼却や埋立てを
行っていた廃棄物が破砕出来るようになり、選別、破砕を行うことで新たなリサイクル先への搬入が可能となり、さらなるCo2削減に取り
組んでおります。
また、情報開示や脱炭素、SDGsの取り組みの一貫としてお客様や地域の方に工場見学を行い、弊社の事業内容の説明や作業を見ていただ
き、廃棄物がどのように処理され、リサイクル先に搬入されているかを理解していただくことで弊社以外の方にも脱炭素への取り組みの気
付きや分別の大切さを理解いただけるよう努めております。

95 熱研プラント工業株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「社有車のHV・PHV化を推進していきます。」
「環境に配慮した事務用品を購入・使用を推進していきます。」
「マイボトル・マイカップ普及に伴い、PETボトルの削減を推進していきます。」

１．社有車のHEV車化を推進、34台中9台の移行が完了。
２．書類用コピー用箋は、PEFC認定品使用、社内廃棄文書は溶解処分、完全リサイクル便の活用。
（複合機での「印刷」は、出力の選択可能な機能を有した機種を導入し不要な印刷、ミスの低減を図る）社内書類の電子化を推進ファイル
サーバーを活用し会議等大型モニターを使用し、ペーパーレス化に取り組んでいる。
３.全社員に「マイボトル」を支給し、ウォーターサーバー（水道直結式）を活用しペットボトル削減等に寄与している。

96 ノーティス株式会社 企業
環境関連事業(リユース連携事業やアップサイクル事業)を「2030年」までに事業売上比
200%以上に向上させます。

・「ひらまぎんざサマーフェスタ2023」にて、川崎市立平間小学校、キンコーズジャパン、障害者福祉事業を手掛けるのNPO法人ACT-Rと
ともに、廃棄端材を用いたアップサイクル製品を出展販売。製作した製品はすべて当日完売。

・当社が運営に携わる幼児向けおもちゃのサブスクサービス「ジニーキンダー」で、廃棄される玩具1,000点程度を市内の福祉施設への寄付
することなどで廃棄せずにリユース品として活用。

・当社の福祉事業所に通う障がい者の仕事創出の一環で行う「リユース連携事業」において、年間数万本のファミコンなどのレトロゲー
ム・リユース品を市場へ再流通することに貢献。

97 株式会社ノクチ基地 企業
私たちは2050年の脱炭素社会実現のため、メディアやコンテンツの発信を通して市民の
行動変容を後押ししていきます。

98 早野聖地公園里山ボランティア 市民団体
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、炭素の固定化に貢献していきます。
また、CO2削減(大気中への拡散)を継続的に実施致します。

1. 炭焼き 5回実施＝ミカン箱（5Kg）240箱を固定化 前年＝205箱、 炭素含有率 80％ 計算式240箱×5Kg×80％＝960Kgを固定化
に貢献                                          2. トイレの消臭用 ①麻生区/東柿生小
学校＝2箱 10Kg分、②.中原区/平間小学校＝６箱 30Kg、③.里山フォーラム/写真展副賞 竹炭 1.5箱 7.5Kg
3. 水質浄化 東高根森林公園＝3箱 15Kg
4. ナラ枯れ木伐採＝11本分、植樹 ①.東柿生小学校 25本、②.西大島ルーテル保育園（川崎区）12本、③.当ボランティア（補植） 18
本、 合計55本                                                   5. どんぐり蒔き 3年生＝苗木育成
用⇒植樹（3年後6年生が卒業記念植樹に使います）

99 日崎工業株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、弊社は「2030年」までに
Scope１およびScope２におけるCO2排出量、実質０を目指していきます。

令和4年度
・脱炭素経営を推進するための事業である「炭素の見える化事業（川崎市）」に参加
毎月の電力や燃料など把握できるエクセルのシートを使いながら、CO2排出量の把握を行った。また、専門家の意見もいただくことができ
たため、課題点の可視化ができた。
・第13回 「脱炭素チャレンジカップ2023」へエントリー環境大臣賞・金賞を受賞。
弊社の脱炭素の取り組みを広く周知する機会となり、活動の幅を広げる重要な基盤となった。

令和5年度
・脱炭素経営を推進するための事業である「炭素の見える化事業（川崎市）」に参加
専用のソフトを使いながら、現段階の電力消費量やCO2排出量を把握を行った。

・EMS導入の支援・補助事業である「スマートファクトリー促進事業（神奈川県）」に参加
専門家が、現地診断を行いCN実施計画書の策定をしていただきEMSの導入を行った。
弊社では、レーザー加工機２台（ENSISとC1AJ）を中心に個々の機械のエネルギー対比の生産性を把握し、無駄な電力消費の削減対策を実
施するため、分毎に電力使用量とCO2排出量が計測可能な株式会社エニマスのEMSを導入。現在、機械個別のデータを収集しており、今後
は機械の運用方法の改善などを実践しscope1の目標達成に繋げていく。

・「脱炭素アクションみぞのくち新事業推進補助金」に参加
高津区溝口周辺の市民に対して、再エネ移動供給空間（トレーラーハウス）を活用した「電力量とCO2の見える化ツールを活用した市民へ
の啓発活動」を実施。
活動では、小中学校やイベントにて「出前授業」と「ものづくりワークショップ」を開催。
出前授業では、CO2の見える化ツールを活用し日常生活での電力使用量とCO2排出量の実態を示しながら理解を深めてもらった。
また、ワークショップでは「自身の地球環境への思いを封じ込める」をテーマとした、アクリルキーホルダー作りを体験していただいた。
多くの参加者の声から、脱炭素化への興味や関心をもってもらうことができたと実感した。

100 ビッグバン株式会社 企業

 
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「照明のLED化や老朽化した高圧受変電設備の更新工事などを通じて省エネで快適な生
活に貢献」していきます。

電気工事会社である弊社へは照明関係の依頼をいただくことが多く、今までもマンション共有部やオフィスビル等のLEDリニューアルのご
提案をしてきました。この一年間、住宅・企業・公共施設等の照明のLED化工事を大小合わせて約40案件、高圧受変電設備の更新及び関連
工事も約10案件の施工を実施することができました。これからも省エネ化を進めるご提案を続けていきます。

101 有限会社廣田商店 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
弊社は産業廃棄物収集運搬業という直接環境に携わる業務を行っているため、
資源循環型社会の構築の一端を担っていきます。

今年度の弊社の実績は、所有マンションのLEDに変更・事業ゴミの分別及び減量化・マニフェスト電子化・以上の取り組みをいたしまし
た。 電子マニフェストは取引先にご協力を仰ぎ取り組みことはできました。



Ｎｏ． 団体・事業者名 会員 形態 宣言文 報告書

102 福吉塗装株式会社 企業
2050年脱炭素社会の実現に向けて、「2024年度末」までに化石燃料使用量の削減（基準
実績の3％削減）していきます。

目標設定の達成の為、エコドライブの推進、アイドリングストップの実行等を行い年次1％の達成しております。
引続き宣言達成の為に、社内全体の取組徹底を継続致します。

103 富士通株式会社 〇 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、当社グループの事業活動における温室効果ガス排
出量を2030年度に、バリューチェーン全体の温室効果ガス排出量を2040年度にネットゼ
ロとする目標を掲げ、SBTiより2023年6月にネットゼロ認定を取得しました。
再生可能エネルギーについても、2030年度に事業活動における使用電力を100％再生可
能エネルギーとすることを目指します。
また、サステナビリティ・トランスフォーメーションをリードする企業として、お客
様・社会の課題解決にテクノロジーで貢献し、提供価値の拡大・向上を図っていきま
す。そしてサステナブルな未来をお客様やパートナーとともに実現していきます。

104 株式会社富士通ゼネラル 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「温室効果ガス排出量 ( スコー
プ1,2) を実質ゼロ」にしていきます。

１．温室効果ガス排出量（スコープ1,2）実績
 

２．温室効果ガス排出量の第三者保証取得
温室効果ガス排出量データの信頼性を確保するため、2022年度の単体および連結子会社の温室効果ガス排出量について、KPMGあずさサス
テナビリティ株式会社による第三者検証を受け、保証書を取得しました。

https://www.fujitsu-general.com/jp/environment/news/20230920.html

105 株式会社プリマジェスト 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「・企業のペーパーレス化支援と社内ペーパーレス化を併せて推し進め、「紙の節約」
 「ごみ減量」を図り、CO2削減へ貢献
 ・CO２削減に貢献するサステナブルなサービスの提供
 ・環境関連イベント、地域イベント（植樹祭、市民150万本植樹、等）やセミナー等に
  参画することによる社会的貢献と社員啓蒙 」
をしていきます。

令和５年度の分取り組みについて、以下の通りご報告いたします。

１．企業のペーパーレス化支援として、企業が顧客が記入して提出する帳票等を
画像をスマホ経由で送信して業務処理（自動分類・AI-OCR処理等）できる
ペーパーレス化システムを開発して提供しました。（大手保険会社へ数社 他）
これにより紙の印刷や手作業によるエネルギー消費の節約とデジタル化による
CO2排出量の削減に貢献しました。

２．CO2削減に貢献するサステナブルなサービス提供を実現するため、
ＩＯＨ(インタラクティブオーバーヘッドスキャナ)を新規開発しました。
分厚い冊子類や所蔵される貴重な文献等をスキャン、デジタルアーカイブ化
が可能となり、今後、多種多様なデジタル化（ペーパーレス）へ貢献する
SDGsソリューションを提供しています。

３．かわさき市ゴールドパートナーになった当社として開催主旨に賛同し、
川崎市植樹祭(市民150万本植樹運動)に複数社員が参加しました。
次回の継続参加も含め、その他各種イベント・セミナーの社内啓蒙活動を
推し進め、全社を挙げて積極的な参画を進めてまいります。

106 プレス工業株式会社 川崎工場 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2025年」までに
「高効率設備導入、生産工程見直し、生産性向上、生産工法の改善、
 業務効率化等の諸施策を推進し
 2019年度比 21%削減 1,044t-CO2削減します。」
していきます。

令和3年 2019年度比：8%削減達成
     ・主な改善削減アイテム
      1)コンプレッサー更新による電力削減
      2)生産設備統廃合による電力削減
      3)生産設備(ロボット)更新による電力削減
令和4年 2019年度比：10％削減
      ・主な改善削減アイテム
      1)エア漏れパトロール、修繕実施による電力削減
      2)コンプレッサー稼働台数見直しによる電力削減
      3)稼働停止後の待機電力削減

107 ペットリファインテクノロジー株式会社 ● 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2025年」までに「川崎市内で集められるペット
ボトルを完全循環することに貢献」して行きます。 現在、引き続き取り組み活動中です。

108 マイルド産業株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「廃プラスチック類のマテリア
ルリサイクル率を5倍（※弊社2022年度取扱基準）とし、適切なリサイクルを促進」して
いきます。

2022年度に定期業務で取り扱った廃プラスチック類（約1,100t）の内、約76％（836t）が中間処理施設へと搬入され、その内26％
（217t）、総量比19％がマテリアルリサイクルされました。
2023年度では廃プラスチック類（約1,050t）の内、約77％（808t）が中間処理施設へと搬入され、その内26％（210t）、総量比20％がマテ
リアルリサイクルされました。
また、定期業務とは別に期間プロジェクトとして全国より排出される什器をマテリアルリサイクルするスキームを構築し、約1,600tのプラス
チックをリサイクル致しました。
本プロジェクトを含めた場合、2022年度比のマテリアルリサイクル率としては5倍を既に達成している計算となりますが、弊社としては引き
続き定期業務においてもマテリアルリサイクル促進し、マテリアルリサイクル比率を向上させていく所存です。

109 医療法人社団 前田記念会 前田記念武蔵小杉クリニック その他
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「医療機器の更新には、医療安全を担保し消費エ
ネルギーの削減を実現します。」

2014年から始めている透析液作成による熱エネルギー削減機器を導入。その成果としては、冬場で10℃から20℃まで原水温度を昇温、夏場
は25℃から27℃まで昇温。機器単体で年間27％削減になります。2021年から一般使用電気の削減も行っている。透析総件数23,170件
（2022年）22,082件（2023年）およそ1,000件少なくなっているが、総電気使用量は、248,276kWh（2022年）から241,188kWh（2023年）
ほぼ同量の使用になっている。今年は新規導入患者の高齢化により午前枠のベッドを50床→65床へ増やして患者増につなげる。それに伴い
透析機器使用歴が10年目に入ったため機器の更新決定。透析液作成装置を回収率60％から85％となる機器の導入決定。その効果予想として
機器単体で水道使用量を25％、電気使用量25％削減。全体の電気使用は、200㎡増築による使用量の増量につながると思いますが、スタッ
フ全員で省エネ対策につなげていきたいと思います。

110 丸井・マルイファミリー溝口 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2026年3月期」までに「CO2排出削減量100万ｔ
以上」を実現していきます。

・省エネルギー設備の導入や節電をはじめ、働き方改革による残業時間の削減やグリーンビルディングの推進、環境負荷低減に取り組むテ
ナントさまの誘致、お取引先さまへの省エネルギーの働きかけなどにより、省エネルギーの推進に取り組んでいます。
再生可能エネルギー化の推進自社発電の保有による再生エネルギー共有開始しています。

2023年3月は、グループで年間34万削減いたしました。
※2024年3月での年間削減量は、2024年9月頃発表予定です。

111 株式会社丸井電設 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2035年」までに「会社建物をNearly ZEB化」
していきます。

2024年現在では、当初目標であった社屋の移転の目途が立っておりません。
NearlyZEBへ向けた取り組みのうち、『省エネ』については一定の実効性をもって取り組んでいます。
しかしながら『創エネ』については２０３５年を目標とする観点から、新社屋での取り組みを意識し未だに実行できておりません。
速やかな社屋移転と『創エネ』に取り組むことを今後も継続的な目標とします。

112 みぞのくち新都市株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2026年」までに、「ノクティCO2排出量を2013
年比で9,000トン削減」していきます。 CO2削減に向けて、ノクティで使用する電気を再生可能エネルギー発電による電気を使用する取組を継続するとともに、ゴミの排出量削減

とリサイクルに取り組みました。
また、ノクティでの取り組みを近隣小学校の授業の中で紹介するなど、脱炭素社会の実現に向けた啓発活動にも取り組みました。

113 三井埠頭株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
2033年までに構内照明設備の90％をLED化にしていきます。
2033年までに業務車の90％を次世代自動車にしていきます。

2024年3月31日時点の取組結果は、構内照明設備をLED化は目標に向け継続中。
業務車を次世代自動車20％達成。
引き続き目標に向け継続中。

114 三菱UFJモルガン・スタンレー証券株式会社 企業 2050年の脱炭素社会の実現に向けて、サステナブルファイナンスを推進していきます。
令和4年度は約7,000億円、令和5年度は約8,000億円のESG債の引受に関与いたしました。
当社は、持続可能な社会の実現に貢献するために、お客さま・次世代・社会・社員へのESGエンゲージメント活動を引き続き推進していき
ます。

115 特定非営利活動法人みどりなくらし 市民団体

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、
川崎市に暮らす子育て世代の方と「脱炭素した豊かな暮らし」をめざして、様々な企業
や団体と連携し、広報活動や啓蒙活動をします。

川崎市内の子育て層に向けた各イベント等でSDGｓの啓発活動を行いました。
以下、参加したイベントです。

第1回 かわさきSDGｓランド出展
末長小学校 ＳＤＧｓワークショップ
平間小学校 ＳＤＧｓフェス 出展
東京コールドチェーン サスティナブルボックス販売啓発
東京コールドチェーン アンジュあざみ野店、梶ヶ谷店にて「地域食堂（Cocoron食堂）」開催
ＳＤＧｓはぐくみ時間 年に3回出展（キットパスで手形や足形でアート）
こどもSDGｓラボ 小田原の間伐材で木工ワークショップと森林保全のおはなし

116 株式会社村瀬造園 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2045年」までに
１．社員の意識啓発を行い、CO2排出量を50％削減します。
２．照明を50％LED化します。
３．営業車１台を次世代自動車にします。
４．環境に配慮した機器・機材を導入し、電気使用量を50％削減します。

    照明を50％LED化準備中です。

117 学校法人明治大学 〇 学校

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2033年」までに
「1，環境に配慮した機器を導入  2，節電要請に伴う校内放送 3，クールビズ・ウォー
ムビズの実施 4，リサイクルの徹底」
していきます。

1,第二校舎A館の一部にて、空調機器の更新を実施した。
 中央校舎の一部にて、LED照明器具への更新を実施した。

2,国からの節電要請があった場合は、それに従い適切に実施している。

3,毎年5/1〜10/31の期間、クールビズを実施している。

4,古紙、段ボール、空き缶について、リサイクルを実施している。

118 メビウスパッケージング(株)川崎工場 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「メビウスパッケージング全事業所（エコアクションプラン2030）の取り組み
１、循環型社会の実現に貢献する
・再生樹脂・植物由来樹脂の使用率 30％以上
・リサイクル可能な製品仕様 100％
２、低炭素社会の実現に貢献する
・事業活動（Scope1･2）での生産重量あたりCO2排出量50％削減※
・サプライチェーン（Scope3）での販売重量あたりCO2排出量30％削減※（※ 2019年
比）していきます。

 【CO2の排出量の削減状況】
当社は事業活動に伴う CO2 排出量を Scope1・2、Scope3 に分け、生産（または販売）した製品の総重量で除した「CO2 排出原単位」を
管理指標としております。
Scope1・2 については、98%が電力調達によるものであり、省エネ投資や生産効率の改善等の電力使用量削減活動に取り組んでおります。
2022 年度は非化石証書による再生エネルギー調達を2815[t-co2]分実施しております。2023 年度以降も省エネ活動とともに非化石証書によ
る再生エネルギーの調達により、当社の 2030 年度目標値 0.64[t-CO2/ton]に向けて計画を達成させる予定です。
Scope3 については、当社の活動による排出量の約 8 割を占めますその内 47%が購入した材料や製品に起因し、45%が使い終わった製品の
廃棄処分に伴うものとなります。この削減にあたっては、製造時や廃棄処分時の CO2 排出量が少ない材料に切り替えること、バリュー
チェーン全体で廃棄処分後に焼却処分される比率を低減していくこと（＝リサイクル比率を上昇させることや軽量化による樹脂の使用量
減）が重要になります。当社製品への非化石由来の樹脂（再生材・植物由来材）採用については増加しておりますが目標達成には至ってお
らず継続して調達及び採用活動をお得意様のご協力の元推進してまいります。

https://www.fujitsu-general.com/jp/environment/news/20230920.html
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119 ヤマト運輸株式会社 川崎主管支店 〇 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「電力消費に伴うCO2排出の段
階的削減に向けてEV車両を高津区へ集中的に導入」していきます。

①高津営業所にＥＶ車両６台導入（12月2台、1月4台）
  ３２台中16台がEV車両となる。（導入率５０％）
 
②ソーラーパネルを営業所屋上に設置し営業所電力をまかなう
 川崎主管支店管下 高津営業所に設置し２月１日運用開始。

120 株式会社横浜銀行 〇 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年度」までにコンコルディア・フィナン
シャルグループにおいて、以下のことを実現していきます。
「・サステナブルファイナンス実行額を２兆円 うち、グリーンファイナンス1兆円
 ・カーボンニュートラル」

・サステナブルファイナンス
実績（2019年度〜2023年度上期）
サステナブルファイアンス実行額：2兆4,184億円 うち、環境分野ファイナンス実行額：7,214億円。
進捗状況を踏まえて、
KPIを、「サステナブルファイナンス実行額を4兆円 うち、環境分野ファイナンス2兆円」に上方修正。

・カーボンニュートラル
実績（2013年度→2022年度）
GHG排出量の削減率：72.9%。

121 Learning & Culture Innovation株式会社 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
・二酸化炭素の排出量を削減します。
・環境への貢献に関する社員の啓蒙を計ります。

・CO2排出量を可視化します
・改善事項をリスト化し、目標設定・計画立案します
・施設環境・保育玩具の環境改善に向けた活動に取り組みます

（以下具体的な活動の方向性）
・紙の使用量を最小化します
・冷暖房の使用を必要最小限にとどめます
・電気の使用を必要最小限にとどめます

122 株式会社リットアップ 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、プラスチック製品の使用を「2025年」までに50％
削減していきます。

・ホテルアメニティの客室配置→ロビー設置に変更チェックイン時にプラスチック削減のため必要な分だけお取りいただくようお客様にお
伝えしている。【取組結果】消費量約1６％削減（2024年4月実績 対前年）・現在アメニティの八ブラシ、剃刀の種類自体を見直し検討中
（一部竹製のものなど）

123 株式会社リベラルコーポレーション 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに「高津区の全企業が脱炭素アク
ションみぞのくち推進会議会員になるよう行動する事 」をしていきます。 脱炭素アクションみぞのくちの会議に参加し、市内参加団体との交流を行った。

124 りんかい日産建設株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2050年」までに「日本が目指す2050年GHG実
質排出ゼロの実現に向けて取り組み、バックキャストの視点でプロジェクト「RN THE
FUTURE PROJECT」を策定。2030年及び2050年をマイルストーンとする豊かな未来と
確かな価値を創造」していきます。

・宣言文を弊社の中期経営計画において明言し、ホームページに掲載しています。
 弊社中期経営計画掲載ページ https://www.rncc.co.jp/ir/
・弊社サステナビリティ取り組みのページを開設しており、これを2023年8月に大幅更新しました。
 弊社サステナビリティページ https://sus.rncc.co.jp/
・一部の支店ビルの電力再エネ100％化を継続しています。
・アイドリングストップなどの省エネ活動を継続しています。
・これまでのSCOPE1、2の把握に加え、SCOPE3の把握取組を開始しました。

125 株式会社レゾナック川崎事業所 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに 「CO２排出量30％削減
（2013年比）」していきます。

126 和光産業株式会社 企業

2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年度」までに
「ワックス清掃においてワクスルグリーンクリーニング（３R資源循環型清掃/低CO2川
崎ブランド認定）を拡大して、溶剤を含む剥離剤の使用量を2022年度比で70%削減、剥
離廃液（産業廃棄物）を減らしてCO2削減への取り組みを」
していきます。

1)22年度剥離剤使用量18ℓが27缶で作業面積12,150㎡に対して、23年度18ℓが21缶で作業面積9,450㎡。
削減した作業面積は、2,700㎡で、CO2換算*では、６５２kg-CO2/年、  ２２．２％削減（水3.2t,電気62.8kWh,廃棄物226kg)。
*計算式は、環境省「平成２６年度カーボンオフセット認証取得支援事業」に採択された試算方式に基づく。各エネルギーのCO2排出削減
量は、経済産業省CO2排出係数（原単位）を使用。                                           2)22年度システ
ム導入事業所(派出所）２ケ所（茅ヶ崎派出所/JR相模線、弁天橋派出所/鶴見線）に対して、23年度１か所（中原事業所/南武線）が加わり
計３か所。 ーーー CO2削減量については、２４年度の作業実績に基づき試算することが計画されている。

127 株式会社 渡辺土木 ● 企業
2050年の脱炭素社会の実現に向けて、「2030年」までに
「炭素排出量を50％削減」していきます。 社内で都市ガスの使用を廃止し、給湯等は電気のみとしたことによって概ね５パーセントのCO2削減となった。

    

https://www.rncc.co.jp/ir/
https://sus.rncc.co.jp/

